




出し、その課題を検討する主体や時期について協議しました。 

⑤ 抽出した防災行動について、その手順や情報の流れなどを確認するため、検証（図

上訓練）を実施することとし、実施内容について検討しました。 

⑥ 令和元（2019）年度以降の取組内容について確認しました。 

 

（６）取組成果 

① 一時滞在施設の周辺駐車場の確保および周辺駐車場から一時滞在施設への輸送手

段の確保に関する内容を広域避難実施要領≪風水害編≫に追加し、改訂することがで

きました。 

② 抽出した各主体の防災行動を広域避難タイムライン（仮称）に係る実施すべき防災

行動として整理し、事前に検討・準備を要する課題およびその検討主体や時期をまと

めたロードマップを作成することができました。 

③ 抽出した防災行動について、その手順や情報の流れを確認するため検証（図上訓練）

を実施しました。 

 

  
図上訓練 平成 31（2019）年１月 31日 

 

（７）今後の方針 

平成 30（2018）年度の取組・検討結果をふまえ、令和元（2019）年度も引き続き、

抽出した防災行動のさらなる具体化やロードマップに整理した課題を検討し、広域避難

タイムライン（仮称）の作成を進めるとともに、訓練の実施や広域避難実施要領の改訂

を行うなど、広域避難の実効性向上に取り組みます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 

（判断理由等） 

これまで検討してきた内容をもとに、広域避難における防災行動について具体的に協議・整理 

し、一時滞在施設の周辺駐車場確保に関する内容などを広域避難実施要領《風水害編》に追加し

改訂することができました。 

また、防災行動を実行するために事前に検討・準備を要する課題や検討時期をロードマップに 

整理できたことで、広域避難の実現に向けた取組が具体化してきました。 

 

 

 

 





  
        検討会議              戸田市でのベンチマーキング  

平成 30（2018）年８月１日          平成 30（2018）年 11月 14日 

 

（６）取組成果 

① 桑員地域の特性について協議・確認するとともに、この地域における人口減少への

対応について情報の共有や意見交換ができました。 

② 移住・定住促進の取組手法の一つとして、シティプロモーション、シティセールス

についての知識を得ることができました。 

③ ベンチマーキングの内容とその成果を共有するとともに、各市町でどのように活用

していくかの議論を行い、報告書にまとめることができました。 

 

（７）今後の方針 

平成 30（2018）年度の取組・検討結果をふまえ、令和元（2019）年度も引き続き、

桑員地域の特性に応じた移住・定住施策についての検討を進めていきます。 

  

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 

（判断理由等） 

大都市近郊地域の特性に応じた移住・定住を促進する取組手法であるシティプロモーション、

シティセールスについて、先進自治体のベンチマーキングで学んだ考え方、手法などを共有する

とともに、各市町でどのように活用していくかの議論を行い、報告書としてまとめることができ

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







明確に位置づけ、広域連携バスを本格運行している、茨城県つくば市および筑西市を

選定しました。 

④ 公共交通施策に係る各市町の平成 30（2018）年度取組状況、令和元（2019）年度

取組予定を取りまとめ、共有するとともに、第２回調整会議（平成 31（2019）年２

月 22日）で報告しました。 

 

（６）取組成果 

① 各市町の取組を共有する中で、広域連携の視点を生かして、現行の取組をより効果

的なものにできないか、具体的な事例を挙げながら検討することができました。 

② 県外事例調査により、広域取組において核となる自治体のリーダーシップの必要性、

取組と目標を計画に位置づけ、住民や議会と共通認識を持って進めることの効果、病

院の移転整備と連動したルート変更等機動的な見直しの継続、高校の新入生等新たな

顧客に対する積極的な需要喚起の重要性など、先進地の取組を学ぶことができました。 

 

（７）今後の方針 

各市町での取組状況や今後の見通しについて、継続的に共有します。また、試行的取

組を実施している町の結果もふまえ、令和元（2019）年度事業の見直しや令和２（2020）

年度以降の取組に広域連携の視点が生かされるよう、具体的な検討を行います。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

市町境を越える公共交通手段の確保について、各市町が公共交通施策の取組状況や課題を共有

するとともに、広域連携の視点を生かした課題解決手法について検討することができました。 

また、広域連携バスを本格運行している先進自治体の調査を行うことで、核となる自治体のリー

ダーシップの必要性などについて学ぶことができました。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







地域防災総合事務所および鈴鹿市の防災担当者が集まり、以下の点について検討し

ました。 

・鈴鹿市総合防災訓練の概要について 

・総合防災訓練の市災害対策本部運営訓練における鈴鹿地方部報告内容について 

② 第２回検討会議 

地域防災総合事務所および亀山市の防災担当者が集まり、以下の点について検討し

ました。 

・亀山市総合防災訓練の概要について 

・訓練会場の配置、啓発出展内容およびスケジュール等について 

③ 第３回検討会議 

北勢３地区合同（桑員地区、三泗地区、鈴亀地区の各市町防災担当課、災害医療担

当課、消防本部、警察署、医療機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所、地域

防災総合事務所、医療保健部、防災対策部）で南海トラフ地震発災直後を想定した情

報伝達訓練を実施しました。 

④ 第４回検討会議 

地域防災総合事務所および鈴鹿・亀山両市の防災担当者が集まり、以下の点につい

て検討および情報共有を行いました。 

・研修還流報告等 

・段ボールベッド導入の取組について 

・台風第 21 号ほかの大規模停電について 

・平成 30 年７月豪雨の支援について 

    

（６）取組成果 

① 平成 30（2018）年 11 月 13 日に実施した災害医療情報伝達訓練では、伝達経路の

実態に即した見直しや、各市の防災担当課と災害医療担当課、警察署、消防本部の連

携促進、県、市防災行政無線、防災情報プラットフォームを活用した機器操作の再確

認など、内容を見直して実施し、大規模災害発生時の関係機関の連携強化につなげる

ことができました。 

② 防災担当者による研修還流報告・意見交換会を開催し、災害対応に関する情報共有

と知識の向上を図ることができました。 

 

（７）今後の方針 

防災・減災に対する取組は、恒常的なものとして地道に継続していく必要があると考

えます。今後も県と市が連携し、常にお互いが抱える課題について認識を共有し、定期

的に合同訓練や研修会などを実施することで連携を強めていきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

情報伝達訓練を実施することにより、大規模災害対策にあたる両市防災担当課および災害医療

担当課、消防本部、警察署等と災害発生時の情報伝達能力の向上、伝達経路等の見直し、習熟度

の向上を図ることができました。また、研修還流報告や台風時の大規模停電への対応について意

見交換をすることにより、県と市で情報共有、関係強化を図ることができました。 

 

 

 

 





務所が主体（津市美杉総合支所と津市観光協会とも連携）となり、参加・出展しまし

た。３月 19 日のイベントでは、森林セラピスト２名が参加し、美杉地域の森林セラ

ピーの魅力を、来場者に伝えることができました。 

② 森林セラピーと並ぶ美杉地域の主要観光資源である名松線についても、新たな魅力

の発信とリピーター獲得のため、スタンプラリー用パンフレットを作成しました。パ

ンフレットは、平成 31（2019）年３月 24日に美杉地域で開催された名松線復旧３周

年イベントで来場者に配布したほか、今後は各種集客交流イベント等でも活用してい

く予定です。 

③ 平成 29（2017）年度に設置した県津庁舎 1 階ロビーの津市美杉地域に関する情報

発信コーナーでは、名松線スタンプラリー用パンフレットを設置したほか、森林セラ

ピーのコース案内や津市の歴史や文化・自然などを紹介した書籍等を配架し、内容を

充実することができました。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（７）今後の方針 

平成 30（2018）年度の取組成果をふまえ、令和元（2019）年度も、県と津市が連携

し、美杉地域の活性化に向けた取組の情報共有を行うとともに、市内外への情報発信に

必要な支援や取組などについて検討していきます。 

特に、令和元（2019）年秋に開催予定の森林セラピー取組開始 10 周年イベントにお

いては、森林セラピーをはじめとする美杉地域の観光資源の認知度向上とファン獲得の

好機であることから、より効果的な情報発信ができるよう取り組んでいきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

地域活性化に向けた取組の課題等について、県と市との意見交換や検討により、これまでに関

わりのなかった県関係部局との連携による新たなチャンネルの開拓や、情報発信ツールの作成な

ど、情報発信の充実強化につなげることができました。 

 

 

津② 津地域の防災・減災対策について 

（１）取組目標 

大規模災害が発生した際に、県と市が緊密に連携し、それぞれの役割を効果的に遂行

できるよう、実効性の高い連携体制の構築を進めます。 

 

ディーズスクエアでのイベント 

平成 31（2019）年３月 19日 

 

スタンプラリー用パンフレット 







を開催（２回）し、災害医療情報の共有や情報伝達訓練の実施などについて検討を行

いました。 

② 災害発生時の速やかな災害医療対策実施体制の構築に向けて、松阪地域の災害医療      

関係機関の連携強化を図るため、ＥＭＩＳ入力訓練、ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）研

修、情報伝達訓練、クロノロジー（時系列記録手法）研修を実施し、結果について検

証、情報共有を行いました。 

 

【救援物資・被災者支援部門】 

① 管内各市町および伊勢志摩広域防災拠点の災害備蓄品の保有状況について、整理お

よび情報共有を行うとともに、大規模災害発生時における市町の受援体制、台風接近

時のタイムライン作成における課題等について、検討を行いました。 

② ライフライン事業者を交えて、大規模災害の発生に伴い停止したライフラインの早

期復旧に向けた課題等について意見交換を行いました。 

 

 
大規模災害時におけるライフラインの復旧について事業者と行政の意見交換 

                 平成 30（2018）年７月 11日 

 

（６）取組成果 

【災害医療部門】 

① 関係機関が合同でＥＭＩＳを使用した情報伝達訓練を継続的に実施することで、入

力操作の習熟度向上を図ることができました。 

② ＨＵＧ研修等を実施することにより、速やかな災害医療体制の構築に向けて、関係

機関との連携の重要性に関して理解を深めることができました。 

 

【救援物資・被災者支援部門】 

① 管内各市町、伊勢志摩広域防災拠点の災害用備蓄品の整理および情報共有を図るこ

とができました。 

② 大規模災害発生時における市町の受援体制等について、実態に即した課題を認識す

ることができました。 

 

（７）今後の方針 

災害医療情報伝達訓練は、災害に備えるため、引き続き結果を検証しながら実施しま

す。また、医療機関等の連携強化のための情報共有、検討を行っていきます。 





 
「マーケットイン型商品開発実践講座」への参加 

                 平成 30（2018）年８月３日 

 

（６）取組成果 

① 管内各市町それぞれが主に取り組んでいる地場産品の紹介や地場産品振興の手法

等について、情報共有が進みました。 

② 市町の担当者は異動等によって、知識やスキルレベルに差が生じていました。この

ため、特産品や商品開発に関する研修会に参加することにより、商品開発に関する有

識者との関係づくり、商品開発のための知識やスキルの獲得、商品のプレゼンテー

ション能力の向上など、各市町において地場産品振興を進めるための基礎的な能力を

向上させることができました。 

③ 大台町に新たに建築された宮川特産品加工施設の視察・調査を行い、付加価値の高

い商品開発や、他市町の生産者と連携した商品開発に向けた施設の活用方法について

学ぶことができました。 

  

（７）今後の方針 

今後も共生ビジョンに掲げた目標に向けて取り組み、地場産品を振興していきます。

具体的には、地場産品等に関連する会議を活用することで、担当者の情報共有を図ると

ともに、県農業改良普及センターが開催する研修会に参加することなどにより、担当者

のスキルの向上に取り組んでいきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

地域資源の活用に向けて、地場産品の振興に関する取組状況を共有でき、商品開発のための知

識やスキルを得ることで地場産品振興を進めるための能力を向上させることができました。また、

付加価値の高い商品開発や他市町の生産者と連携した商品開発に向けた施設の活用方法について

学ぶことにより、地域資源活用のための検討を進めることができました。 
 

 

 

 

 

 

 







きる構成となっており、地域内外からの参加者に伊賀地域の魅力を伝えることができ

ました。                                   

② 各市の取組について情報共有を行い、観光イベントについて県庁舎でのパンフレッ

ト配架や伊賀庁舎内各事務所に対する周知を行いました。検討会議での取組をとおし

て、地域活性化に向けて県と市の連携を図ることができました。 

 

（７）今後の方針 

検討会議で検討した取組が伊賀流忍者観光推進協議会により活用され、伊賀地域の活

性化に向けて一定の成果につなげることができたため、本検討会議は平成 30（2018）

年度をもって終了します。 

 

（８）取組に対する自己評価                           

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

検討会議で設定したウォーキングコースをもとに、地域資源を活用したイベントが伊賀流忍者

観光推進協議会により開催されたことで、伊賀地域への誘客を図り、地域の魅力を発信すること

ができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







８月24日 第４回 第１次選定委員会の日程・選定手順について 

９月14日 第１回選定委員会 

10月22日 第５回 第１次選定委員会の結果報告および第２次選定委員会・優秀作品表 

彰の日程について 

11月15日 第２回選定委員会 

 

（５）検討状況 

① 各市町ホームページおよび広報誌等によりデザイン案の一般公募を行いました。

（応募総数：443点） 

② 第１回選定委員会を開催し、学識経験者や関係団体による一次選定を実施しました。

（443点から６点を選定） 

③ 第２回選定委員会を開催し、市町長等により、最優秀作品（１点）・優秀作品（５

点）を選定しました。 

④ 最優秀作品および優秀作品表彰式を行いました。 

 

（６）取組成果 

① デザイン案の選定作業において、県戦略企画部や中部運輸局との情報共有および市

町間の意見調整を円滑に行うことで、伊勢志摩ナンバーの導入を進めることができま

した。 

② 決定したデザイン案はマスコミからも大きな注目を浴び、地域ＰＲのために発案さ

れた伊勢志摩ナンバーの周知に大きく貢献できました。 

③ 三重県商工会連合会や株式会社デンソーの協力を得て、イベント会場で伊勢志摩ナ

ンバーのインターネットによる人気投票への参加を呼びかけるなど、企業等と連携し

た情報発信を行うことができました。 
    

（７）今後の方針 

地方版図柄入りナンバープレートのデザイン案を決定することができたため、本検討

会議は平成 30（2018）年度をもって終了します。 

今後は、伊勢志摩ナンバーの地元住民への周知やナンバーを用いた地域振興および寄

付金の管理・配分を行う組織の設立などに取り組んでいく必要があります。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

地方版図柄入りナンバープレートの交付に向け、デザイン案の公募、選定を経て、デザイン案

を決定することができました。また、県と市町の連携に加え、企業等とも連携し、ＰＲを実施す

ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

孤立が予想される地域への物資供給の難しさについて、市町と共通理解を得ることができ、管

内両市町内の分散備蓄を実現することができました。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







（７）今後の方針 

高校の進路指導担当教諭や事業者、市町等関係者の意見を参考に、見学会の業種を変

更するなど必要な改善を行い、令和元（2019）年度の事業所見学会を開催していきます。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

紀南地域事業所見学会の開催を通じて、参加した高校生が紀南地域にある事業所への理解を深

めることができ、地元就職に対する意欲向上につなげることができました。 

 

 

 
 

 


